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令和６年度 第３回
海老名市住宅政策審議会

令和７年２月６日

資料１

議 題

住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画（案）について
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住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画（案）について
► 賃貸住宅供給促進計画について … P． ３
► 計画の策定に向けて … P． ５
► 計画案 … P． ９
► 今後のスケジュール … P．１６

議 題
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■ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）

第６条第１項に規定される「市町村賃貸住宅供給促進計画」として規定される計画

■ 住宅確保要配慮者の居住の安定確保を図ることを目的に、賃貸住宅の供給促進に係る
施策の方針・内容等を記載した計画
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住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画（案）について
賃貸住宅供給促進計画について

法定事項（セーフティネット法第６条第２項）

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）

（市町村賃貸住宅供給促進計画）

第六条 市町村は、基本方針に基づき、当該市町村の区域内における住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する計画を作成することができる。

２ 市町村賃貸住宅供給促進計画においては、次に掲げる事項を記載するものとする。

一 当該市町村の区域内における住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の目標

二 次に掲げる事項であって、前号の目標を達成するために必要なもの
イ 住宅確保要配慮者に対する公的賃貸住宅の供給の促進に関する事項
ロ 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する事項
ハ 住宅確保要配慮者が入居する賃貸住宅の管理の適正化に関する事項

三 計画期間

第１号 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の目標

第２号

次に掲げる事項のうち、目標達成に必要なもの
・ 住宅確保要配慮者に対する公的賃貸住宅の供給の促進に関する事項
・ 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する事項
・ 住宅確保要配慮者が入居する賃貸住宅の管理の適正化に関する事項

第３号 計画期間



住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画（案）について
► 賃貸住宅供給促進計画について … P． ３
► 計画の策定に向けて … P． ５
► 計画案 … P． ９
► 今後のスケジュール … P．１６

議 題
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住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画（案）について
計画の策定に向けて（１）計画体系上の位置付け

■「住宅マスタープラン」と一体的に「賃貸住宅供給促進計画」を策定

■ 第７章として「住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画」を新たに追加し、
住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅の供給促進に向けた施策の方針・内容等を定める
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住宅関連計画

（ 国・県の計画 ）

国

住生活基本計画
(全国計画)

神奈川県

住生活基本計画
(都道府県計画)

高齢者居住安定
確保計画

地域住宅計画

県営住宅ストック
総合活用計画

他部門関連計画

都市マスタープラン

立地適正化計画

子ども・子育て
支援事業計画

地域防災計画

・・・など

環境基本計画

えびな高齢者
プラン２１

総合計画（えびな未来創造プラン２０２０）

（ 市の計画 ）

市営住宅等長寿命化計画

空き家等対策計画

耐震改修促進計画

住宅マスタープラン

市営住宅の整備・管理方針

マンション管理適正化
推進計画

一体的に策定する方針・計画

第
５
章

第
６
章

実
行
計
画

■ 住宅関連の計画体系

住宅確保要配慮者に係る
賃貸住宅供給促進計画

第
７
章



■ 住宅マスタープランにおいて住宅確保要配慮者の現状・課題等は既に記載されており、
一体的な計画策定が効率的であることから第７章として計画を策定するもの

■ 昨年度追加を行ったマンション管理適正化推進計画と同様に
第７章のみで計画として成り立つ形で追加を行う予定

住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画（案）について
計画の策定に向けて（２）住宅マスタープランとの一体的な計画策定

計画の目的・位置付け第１章

住宅・住環境の現状と課題第２章

基本理念・基本目標第３章

施策の展開・成果指標第４章

市営住宅の整備・管理方針第５章

住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画 ： 章の追加、法定事項を記載第７章

賃貸住宅供給促進計画を含む旨を追記

マンション管理適正化推進計画第６章

住
宅
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン

計画の実現に向けて第８章
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新たな第７章として計画を一体的に策定

… 課題３ 住宅の確保に配慮を必要とする方々への対応記載済

… 基本目標２ 住宅確保要配慮者の安定した居住の確保記載済

… 重層的な住宅セーフティネット機能の向上記載済

… 重点施策２ 住宅確保要配慮者への居住支援記載済



住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画（案）について
計画の策定に向けて（３）賃貸住宅供給促進計画の構成
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■ 第７章は以下の５項目で構成

■ 法定事項の３項目については以下のとおり、各項目にて記載

項 目
法定事項

住宅セーフティネット法第６条第２項

１ 計画の目的・位置付け ・第３号 計画期間

２ 住宅確保要配慮者の範囲 ―（法定事項なし）―

３ 住宅確保要配慮者の現状・課題 ―（法定事項なし）―

４ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給に関する目標 ・第１号 賃貸住宅の供給の目標

５

住宅確保要配慮者の円滑な入居の促進を図るための施策

基本方針１ 住宅確保要配慮者に対する公的賃貸住宅の供給の促進

基本方針２ 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進

基本方針３ 住宅確保要配慮者が入居する賃貸住宅の管理の適正化

・第２号 目標達成に向けて必要なもの

①公的賃貸住宅の供給の促進
②民間賃貸住宅への円滑な入居の促進
③賃貸住宅の管理の適正化

■ 第７章 住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画の構成



住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画（案）について
► 賃貸住宅供給促進計画について … P． ３
► 計画の策定に向けて … P． ５
► 計画案 … P． ９
► 今後のスケジュール … P．１６

議 題
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住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画（案）について
計画案（１）計画の目的・位置付け

■ 計画期間は住宅マスタープランに準じて令和７年度～令和13年度の７年間

①公営住宅 ②公的賃貸住宅
③入居制限のない

賃貸住宅 ④賃貸住宅
… セーフティネットの中核

… 真に住宅に困窮する者に
公平かつ的確に賃貸住宅
を供給

例：市営住宅・県営住宅

… 公営住宅を補完する住宅

… 市場では十分な量が
確保されていない
良質な住宅を供給

例：ＵＲ賃貸住宅

… 住宅確保要配慮者への
入居制限を行わない住宅

例：セーフティネット住宅

… 一般的な賃貸住宅

住宅確保要配慮者の居住の安定確保を図るためには、市営住宅の適切な管理・運営を行うとともに、
他の公的賃貸住宅との連携や民間賃貸住宅のストック活用による重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットを
構築・充実させる必要があります。これらの課題への対応を行うため、本市における住宅確保要配慮者に
係る賃貸住宅の供給促進を図ることを目的に施策の方針・内容等を定め、計画的に取組を進めることを
目指し、計画を策定するものとなります。

目
的

位
置
付
け

❑ 住宅セーフティネット法第６条第１項に基づく「市町村賃貸住宅供給促進計画」として策定するもの

❑ 住宅・住環境についての基本的な方向性を示す「海老名市住宅マスタープラン」の個別実行計画の
１つとして当該マスタープランと一体的に策定
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住宅における重層的なセーフティネットのイメージ

期
間❑ 住宅マスタープランに準じて、令和７年度から令和13年度までの７年間 見直し時期も同様

関連ページ
資料２ P.76 参照



住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画（案）について
計画案（２）住宅確保要配慮者の範囲

■ 法律・施行規則で規定される者に加え、県計画と同様の者及び学生を追加

関連ページ
資料２ P.78 参照

住宅セーフティネット法
・低額所得者

・被災者（発災後３年以内）

・高齢者

・身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者、
その他の障がい者

・子ども（高校生相当以下）を養育している者

住宅セーフティネット法施行規則
・外国人

・中国残留邦人

・児童虐待を受けた者

・ハンセン病療養所入所者等

・ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）被害者

・北朝鮮拉致被害者等

・犯罪被害者等

・更正保護対象者等

・生活困窮者

・東日本大震災による被災者

この計画で定める者

・海外からの引揚者

・新婚世帯

・学生（高校生、大学生、大学院生、短期大学生、高専生、専門学校生）

・原子爆弾被爆者

・戦傷病者

・児童養護施設退所者等

・性的マイノリティ

・ＵＩＪターンによる転入者

・住宅確保要配慮者に対して必要な生活支援等を行う者

「県計画で定められている者」と「学生」を
住宅確保要配慮者として設定
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住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画（案）について
計画案（３）住宅確保要配慮者の現状・課題

■ 住宅確保要配慮者の現状・課題を以下のとおり記載

関連ページ
資料２ P.79 参照

❑ 住宅確保要配慮者は、以下の側面等から住宅の確保が困難な傾向にあり、その数は増加すると想定される
①低額所得等の経済的側面、②保証人の確保等の社会的側面
③世帯人数にあった住宅規模やバリアフリー設備等の住宅の性能的側面

居住の安定の確保に加え、住宅が確保できた後の支援も重要であり、市として総合的な取組が求められている

❑ 住宅確保要配慮者への入居拒否感を持っている賃貸人（大家・オーナー）は、
高齢者に対して約８割、障がい者に対して約７割と非常に多くなっている

❑ 入居制限の理由としては、「家賃の支払い」「入居者・近隣との協調性」「居室内での死亡事故等」が多く、
賃貸人（大家・オーナー）への意識啓発や支援を行っていく必要があると考えられる
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20%
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79%

17%

3%

3%

6%

12%

48%

24%

13%

55%

20%

44%

2%

12%

9%

7%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者

障がい者

子育て世帯

外国人

従前と変わらず拒否感はない
従前は拒否感があったが現在はない
拒否感はあるものの従前よりは弱くなっている
従前と変わらず拒否感が強い
従前より拒否感が強くなっていいる

24.0%

19.3%

18.9%

10.5%

10.5%

8.0%

3.3%

2.9%

2.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

家賃の支払い

入居者・近隣との協調性

居室内での死亡事故等

習慣・言葉が異なること

住宅の使用方法

その他

属性名称

入居者以外の者の出入り

生活サイクルが異なること

■入居に対する賃貸人の拒否感 ■入居を制限する理由（賃貸人が不安に感じていること）

出典：国土交通省 住宅局（日本賃貸住宅管理協会調査報告書） 出典：国土交通省 住宅局（日本賃貸住宅管理協会調査報告書）



住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画（案）について
計画案（４）住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給に関する目標

■「第５章 市営住宅の整備・管理方針」も踏まえつつ、３つの目標を設定

関連ページ
資料２ P.80 参照

❑ 第５章 市営住宅の整備・管理方針

著しく住宅に困窮する世帯が将来的に増加する見込みであること、市の将来人口の推移・財政負担、
市内の住宅ストックの増加傾向等を踏まえ、以下の２つの方向性を示している

（１）市営住宅の管理戸数の持続的な確保
（２）民間賃貸住宅等の活用促進（民間活力・市内住宅ストックの活用促進）

❑ 増加・多様化する住宅確保要配慮者の状況

① 公的賃貸住宅の供給

○ 市営住宅は住宅セーフティネットの根幹を支える重要な住宅であり、継続的な確保が必要であることから、
現状の管理戸数（117戸）を持続的に確保する

○ 県営住宅やＵＲ賃貸住宅との連携・活用を促進する

② セーフティネット住宅の供給（民間賃貸住宅の活用促進）

○ 増加・多様化する住宅確保要配慮者への対応は、公的賃貸住宅の有効活用だけではなく、民間賃貸住宅における
既存ストックの活用が必要不可欠であることから、民間賃貸住宅のセーフティネット住宅への登録を促進する

③ 賃貸人（大家・オーナー）が安心して住宅を貸し出せる環境の実現

○ 住宅確保要配慮者の円滑な入居を実現するには、賃貸人（大家・オーナー）の不安解消等の環境づくりも重要な要素である

そのような環境の実現に向け、「住宅セーフティネット制度、安否確認サービス、現状復旧・残存家財の片づけ費用の保証
制度等の周知」や「住宅部局、福祉部局、居住支援団体等との連携」を促進する 12



住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画（案）について
計画案（５）住宅確保要配慮者の円滑な入居の促進を図るための施策

■ ３つの基本方針に沿い、以下のとおり施策を整理

関連ページ 資料２
P.81～84 参照

種別 具体的な取組

市営住宅

長期的な運営

期限付入居による入居機会の拡大

パートナーシップ制度の運用

入居募集時の抽選における当選率の優遇措置

その他 公的賃貸住宅との連携・活用の促進

種別 具体的な取組

居住支援
住宅部局、福祉部局、居住支援法人等との連携

セーフティネット住宅入居者等への経済的支援の検討

セーフティネット
住宅の登録促進

セーフティネット住宅制度の普及・啓発

セーフティネット住宅登録基準の緩和

セーフティネット住宅所有者等への経済的支援の検討

具体的な取組

民間賃貸住宅の質の向上

賃貸人（大家・オーナー）の不安解消・意識啓発

住宅セーフティネット制度の適正な運用 13

基本方針１ 住宅確保要配慮者に対する公的賃貸住宅の供給の促進

基本方針２ 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進

基本方針３ 住宅確保要配慮者が入居する賃貸住宅の管理の適正化

経済的支援

① 家賃低廉化補助

② 家賃債務保証料等の補助

③ 住み替え補助

家賃債務保証料等
…家賃債務保証料、孤独死・残置物に係る保健、
緊急連絡先の引き受けに係る費用

経済的支援

① 改修費の補助

② 家賃低廉化補助



住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画（案）について
計画案（５）住宅確保要配慮者の円滑な入居の促進を図るための施策

■ セーフティネット住宅登録基準の緩和
既存住宅の活用を促進するため、登録住宅の基準について県計画と同様の取り扱いとする

関連ページ 資料２
P.81～84 参照

神奈川県住生活基本計画（令和４年３月版）第４章 賃貸住宅供給促進計画
○セーフティネット住宅の登録基準に関する事項

❑ 登録住宅（共同居住型賃貸住宅以外）の規模に関する基準について

住宅セーフティネット法施行規則第11条で定める基準を、2021年（令和３年）３月から次のとおり緩和している

建築確認を受けた時期 各住戸の床面積の基準

1995年度（平成７年度）以前 16㎡以上

1996年度（平成８年度）～2005年度（平成17年度） 18㎡以上

2006年度（平成18年度）以降 25㎡以上

各住戸の床面積の基準

13㎡以上

①各住戸の床面積の基準
②台所、収納設備または浴室が共用である
各住戸の床面積の基準

❑ 共同居住型賃貸住宅（いわゆるシェアハウス）の登録住宅の規模に関する基準について

住宅セーフティネット法施行規則第11条ただし書き及び第12条第ニ号ロの国土交通大臣が定める基準第２条のとおり、
次の面積としている

種別 各住戸の床面積の基準

共同居住型賃貸住宅の床面積の基準 ※Ａ≧２（Ａは入居者の定員） 15Ａ＋10㎡以上

各占用部分の床面積の基準 ９㎡以上

14



住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画（案）について
► 賃貸住宅供給促進計画について … P． ３
► 計画の策定に向けて … P． ５
► 計画案 … P． ９
► 今後のスケジュール … P．１６

議 題
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令和６年度 令和７年度
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

第３回審議会
計画（案）

答
申

■ ３月上旬から計画案のパブリックコメントを実施

■ 今回の審議内容やパブリックコメントの内容を反映し、最終案を策定
令和７年６月下旬には第１回の審議会を開催し、最終案についてご審議をいただきたい

■ 計画の策定と並行して住宅セーフティネット制度の周知や
大家・入居者への経済的支援（家賃低廉化や改修費の補助）の実施に向けた準備を実施

第１回 審議会
計画（最終案）

計画案の修正

16

計画案の
パブリックコメント

住宅確保要配慮者に係る賃貸住宅供給促進計画（案）について
今後のスケジュール

計
画
策
定

計画案の作成 計画案の最終調整



 資料２ 

改定案（抜粋）





















 参考資料１ 

 県住生活基本計画（抜粋）



























〇海老名市住宅政策審議会条例 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成30年６月19日 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　条例第34号 

　　　海老名市住宅政策審議会条例 

　（趣旨） 
第１条　この条例は、海老名市住宅政策審議会の設置、組織、運営等に関し、必要な事
項を定める。 

　（設置） 
第２条　市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議するため、海老名市住宅
政策審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

　(１)　住宅政策に関すること。 
　(２)　市営住宅の管理、運営、活用及び入居者管理に関すること。 
　（委員） 
第３条　審議会の委員は、10名以内とし、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 
　(１)　学識経験者 
　(２)　弁護士 
　(３)　司法書士 
　(４)　市民 
　(５)　前各号のほか市長が必要と認める者 
２　委員の任期は、２年とする。ただし、再任することができる。 
３　委員に欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
　（会長及び副会長） 
第４条　審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 
２　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 
３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務
を代理する。 

　（会議） 
第５条　審議会の会議は、会長が招集し、会長は会議の議長となる。 
２　審議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 
３　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ
ろによる。 

　（意見の聴取等） 
第６条　審議会は、必要があると認めたときは、委員以外の者に会議への出席を求め、
その説明又は意見を聴くことができる。 

　（委任） 
第７条　この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議
会に諮って定める。 

　　　附　則 
　（施行期日） 
１　この条例は、平成30年７月１日から施行する。 
　（海老名市市営住宅運営審議会条例の廃止） 
２　海老名市市営住宅運営審議会条例（平成９年条例第25号）は、廃止する。 
　（海老名市非常勤特別職等の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 
３　海老名市非常勤特別職等の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和31年条例第
40号）の一部を次のように改正する。 

　　別表第２市営住宅運営審議会委員の項中「市営住宅運営審議会委員」を「住宅政策
審議会委員」に改める。 

　（海老名市市営住宅条例の一部改正） 
４　海老名市市営住宅条例（平成９年条例第24号）の一部を次のように改正する。 
　　第２条第６号を次のように改める。 
　　(６)　住宅政策審議会　海老名市住宅政策審議会条例（平成30年条例第34号）の規

定により設置された審議会をいう。 
　　第９条第３項中「市営住宅運営審議会」を「住宅政策審議会」に改める。 
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 参考資料２ 
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役　職 委　員　氏　名

【学識経験者】

海老名市社会福祉協議会会長

【学識経験者】

神奈川県建築士事務所協会

【学識経験者】

宅建協会　県央東支部支部長

【学識経験者】

元市議会議員

【学識経験者】

大学特任准教授

【学識経験者】

神奈川県マンション管理士会

【学識経験者】

神奈川県行政書士会　海老名・座間支部

【弁護士】

市顧問弁護士

【司法書士】

神奈川県司法書士会

【市民】

市民公募委員
10 遠藤

エンドウ
　治夫

ハルオ

任期：令和６年７月１日～令和８年６月３０日

7 石黒
イシグロ

　祐
ユウコウ

功

8 橋田
ハシダ

　健次郎
ケンジロウ

9 鴨志田
カモシダ

　勝則
カツノリ

4 氏家　康太
ウジケ   ヤスタ

5 後藤
ゴトウ

　純
ジュン

6 岡本
オカモト

　恭信
ヤスノブ

3 下郡山
シモコオリヤマ

　永一
エイイチ

海老名市住宅政策審議会委員名簿

1 前田
マエダ

　洋子
ヨウコ

2 小池
コイケ

　正宏
マサヒロ

 参考資料３ 



 

  

 

 
 

   

 
  

  
  
  

  
 

  
  

 

 
  

    
  

 
  

  
   

 
  

 
 

  
 

 
 

    
 

     




